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高校生と出産                                  

2018年 5月 30日 瀧川ゼミ

田中裕貴 田村一馬 丹野沙耶

議題

現代の高校では、妊娠した学生の半数以上が退学および、長期間の休学を余儀な

くされている。妊娠した女性を社会全体でどのように受け入れ、援助していくかが

今日の課題となっているが、この解決策として、以下の高校産休制度を全国の高校

に導入すべきか。

高校産休制度
・本人が申請した期間のお休み
・無償でのビデオ講義の提供
・実技科目はレポートで代替
・復帰後学力に遅れが見られた場合の補講
・高校卒業まで託児施設の無償化
・高校卒業まで児童手当倍額支給
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第 1章 少子化

今日の日本では少子化が深刻化している。戦後の日本は経済成長による所得水準の向上、
国民皆保険・皆年金など社会保障の充実、医療技術の向上等により豊かな生活環境が整って
きており、1960 年頃からはそれまでの多産少死から少産少死への人口転換が進んだ。また、
1971～74年の第二次ベビーブーム以降、第一次オイルショックによる経済的な混乱や、人
口増加傾向を受けて静止人口を目指す考え方が普及したこと等により、生まれる子どもの
数が減少し続けるようになり、1975 年に合計特殊出生率は 2.0を割り込む 1.91にまで低下
した。低下し続ける合計特殊出生率は 1980年代初めにやや回復したものの、80 年代半ばか
ら再び低下し続けている。
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少子化に影響を与える要因として、非婚化・晩婚化及び結婚している女性の出生率低下な
どが考えられる。1970 年代後半からは 20 歳代女性の未婚率が急激に上昇したほか、結婚年
齢が上がるなど晩婚化も始まり、1980 年代に入ってからは、30 歳代以上の女性の未婚率も
上昇しており、晩婚と合わせて未婚化も進むこととなった。年齢別出生率を見ると、1950
年・70 年は 20代半ばでピークを迎える山型の曲線を描いているが、次第にそのピークが推
移していき、出産年齢が上昇するとともに、出生率の高さを示す山が低くなっていくなど、
出生率の低下と晩産化が同時に進行していることがわかる。また、1980 年代以降は、晩婚
化・晩産化により、20 代の出生率が大幅に下がり、30 代の出生率が上昇するという出生率
の山が後に推移する動きがみられるようになった。

少子化社会に関する国際的な意識調査によれば、「あなたの国は、子どもを産み育てやす
い国だと思いますか」の質問に対して、日本では 4 割以上が「そう思わない」と回答してお
り、国際的に見てその割合は相当に高い。（内閣府 2011）



4

第 2章 高校

文科省の調査によると、２年間で高校が生徒の妊娠を確認した件数は全日制と定時制で
計２０９８件。妊娠後の在籍状況は「本人または保護者の意思による自主退学」が３割にあ
たる６４２件に上り、高校の勧めによる「自主退学」は３２件あった。
このうち、生徒や保護者が「通学、休学や転学」を希望したのに、学校が退学を勧めたケ

ースは１８件だった。事実上、望まない退学に生徒が追い込まれていた可能性がある。学校
側は「母体の状況や育児を行う上での家庭の状況から、学業継続が難しいと判断した」「学
校の支援体制が十分ではなく、本人の安全が確保できないと判断した」といった理由から退
学を勧めたという。（根岸 2018）

上記の図のうち、「休学」は出産前後のみの休みではなく、妊娠が判明してから出産後の
長期間を休みに当てる。学業面では 1 年以上の遅れが発生し、留年を余儀なくされる。ま
た、転学は、学校側が妊娠した生徒に対して退学処分を出す前に、比較的妊娠した生徒を許
容する学校へと移るケースである。妊娠以外を理由とする休学は、妊娠した生徒に対して不
信感のある教員や同級生からの視線から逃れるためなどの精神的理由や、出産に備えてア
ルバイトで貯金をするなどの経済的理由などが挙げられる。
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・学校側が妊娠した生徒を退学させる理由

高校が退学を勧めた理由は、「母体の状況などから学業の継続が難しいと判断した」、「本
人の学業継続がほかの生徒に影響すると判断した」、「学校の支援体制が十分でなく、本人の
安全確保ができない」などである。

学校教育法施行規則第 26 条 3項 4 号「学校の秩序を乱し、その他学生又は生徒としての
本分に反した者」として懲戒による退学

学校教育法 11 条、同施行規則 26 条 3 項「学校の秩序を乱し、その他学生又は生徒とし
ての本分に反した者」などの一定の者に対して校長は懲戒による退学処分を行うことがで
きる

生徒の行為が「学校の秩序を乱し」たとして、退学処分をするべきかどうかは、学校の教
育理念や校風、公立学校であるか私立学校であるか、その生徒のこれまでの行状や他の生徒
への影響力などの事情により異なるため、教育上の観点からの専門的な判断が求められる。
そのため、校長がその生徒を退学処分にするか否かの判断は、基本的には校長の裁量にまか
されている。また、退学処分をするには生徒の心身等に応じた「教育上必要な配慮」をする
ことが必要とされている（同規則 26 条 1 項）。そのため、退学処分は、生徒に対して説諭
をしたり、反省を促したり、他の生徒への影響を最小限にとどめるなどの教育的配慮に基づ
いた指導を重ねた上での最終的手段でなければならない。

教育基本法第 4 条「すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与え
られなければならず、人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育
上差別されない」

場合によっては校長の裁量権を逸脱・濫用した違法な処分になる可能性もある。

・事例

京都府立朱雀高校（京都市中京区）が 2015 年、妊娠中の３年生の女子生徒（１８）に、休
学を勧め、卒業するには、体育の補習が必要と説明していた。
同校によると、2015 年８月ごろ、女子生徒の妊娠が発覚。女子生徒は同級生との卒業を

望んでいたが、高校側は１１月ごろから、出産準備に専念するため休学するよう勧めた。そ
の際、女子生徒の体育の成績が「１」のため、卒業には、球技や持久走などを含めた実技の
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補習が必要になると説明したという。同校では、病気やけがの場合は「特別な事情」として
配慮するが、「全日制では生徒の妊娠を想定しておらず、妊娠を特別な事情とは考えていな
い」と説明している。
一方、学校側は取材に対し「母体のことを考慮すれば、ハードな実習だけを課すことは考

えていなかった」としており、「生徒側との話し合いのなかで、実技の補習を座学などで代
用することも視野に入れていたとした」と釈明したが、そのことについては女子生徒側には
伝えていなかったという。
女子生徒は結局、今年１月から休学。現在は８月に同校の通信制への転籍を目指している

という。（産経 west.2016）

高校の体育の授業に出られないことは、一般的に低成績を招く。身体障害を持った生徒で
すら、体育の授業に出られないことを理由に、評定に 1 をつけられる。妊娠を特別な事情と
して認めない学校は、レポート試験などの代替案すらなく体育の試験で評定に 1 をつけ、
留年に追い込む場合がある。（「『障がいを理由とした差別と思われる事例』の募集結果(教育)
分野」）
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第三章 妊娠

○避妊具をつけていた場合での妊娠率

我が国において最も普及している方法であるコンドーム。コンドームは正しく使用すれば
失敗率は 3％といわれるが，使用法を誤ると失敗率も高くなる。
一般的使用法では失敗率は 14％にも達するといわれる．またコンドームはあくまで男性主
導型の避妊法であり，このことが大きな欠点である。男性が使用法をよく理解し協力的であ
り，性行為感染症予防を考慮する場合に適している方法といえる。

○１０代の中絶数

平成 28 年度の人工妊娠中絶件数は 168,015 件で、前年度に比べ 8,373 件（4.7%）減少し
ている。「20 歳未満」について各歳でみると、「19 歳」が 6,111 件と最も多く、次いで「18 
歳」が 3,747件となっている。人工妊娠中絶実施率（女子人口千対）は 6.5 となっており、
年齢階級別にみると、「20～24 歳」が 12.9、「25～29 歳」が 10.6 となっている。「20 歳未
満」について各歳でみると、「19 歳」が 10.2、「18 歳」が 6.3 となっている。
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〇若年出産 リスク

・身体的リスク

①未熟な子宮への負担

10 代では子宮がまだ十分に成長していないことがある。未熟な子宮で妊娠することは、母
体や胎児にとって大きなリスクになる。若年出産の早産や早産に伴う出産時低体重の発生
率は高く、高齢出産の発生率とほぼ同じ。

②骨盤が未熟

若年出産では、子宮だけでなく骨盤の発達も不十分なことが多い。骨盤が未熟だと、妊娠中
のリスク（子宮が大きくなりにくい、大きくなった子宮を支えるのが難しいなど）だけでな
く出産にもリスクが伴う。産道を通っての自然分娩が難しいため、帝王切開で出産すること
になる。

③ホルモンバランスが不安定

10 代ではホルモンバランスが整っていなく、ホルモンバランスが崩れやすい。初潮後、し
ばらくは生理周期が安定しなかったり、月によっては、生理が突然きてしまったり、反対に
生理がこないなんてこともある。ストレスや寝不足などで生理が止まりやすいのもホルモ
ンバランスが整っておらず崩れやすいから。若年出産では、20 代以降の妊娠出産よりもホ
ルモンバランスが不安定になりやすい。ホルモンバランスが不安定なことで、骨盤や子宮の
妊娠・出産に向けての準備が正常に行われなかったり、つわりがひどくなり長引く、頭痛や
微熱などの体調不良が続いたり、腰痛やむくみがひどくなることがある。若年出産ではホル
モンバランスを整えるのが難しいため、妊娠中の体調や精神面の管理が難しいことが多い。

④妊娠高血圧症候群のリスク

若年出産（特に 15 歳以下）では妊娠高血圧症候群のリスクが高い。妊娠高血圧症候群にな
ると、常位胎盤早期剥離（分娩前に胎盤が子宮壁から剥がれて大量出血を起こす）や胎児発
育不全、胎児機能不全などを引き起こすことがあり、最悪、胎児が死亡する。
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⑤周産期の赤ちゃんの死亡率が高い

若年出産では周産期（妊娠 22 週から生後満 7 日未満まで）の赤ちゃんの死亡率が高い。
「妊娠や出産は早ければ早い方がよい」「初潮を迎えたらいつでも妊娠できる」と考えてい
る人が多い。たしかに体力がある・回復が早いなど若年出産にはメリットもあるが、若年出
産にはメリットだけではない、実は高齢出産と同程度のリスクがある。

・精神的リスク

大人であっても子どもを育てるのは大変。大人でさえ「子どもが欲しい」と思っても、産ん
で育てていくのは並大抵のことではない。若くても知識があり、大人のような考え方ができ
る人もいる。そうであったとしても、経済的には自立できていないため、子どもを生んで育
てていくのは親子共にかなりの苦労を伴う。もしも出産して育てたいとなった場合には周
囲の協力が不可欠。若くなればなるほど、妊娠や出産の知識がなく健康管理が不足する部分
がある。学業の途中、未婚のままで出産する、経済的にも不安定など環境がきちんと整って
いないなどの問題が出てくる場合がある。
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第四章：社会

〇高校中退者を取り巻く社会

現行の制度においては、高校中退者は実質中卒扱いになってしまう。ひとたび望まぬ出産を
学生時代に経験すれば、彼らにとってその後の人生が大きく変わってしまうことは明白で
ある。
妊娠が発覚し退学する動機としては、いじめ、不登校、そして学校側からの働きかけである。
妊娠を機に退学を決断するものの多くは、通信制高校へ進学したり、高卒認定試験を受ける
ケースが多い。

≪表≫中学卒業後の進路

平成２９年の高卒者約１１６万人のうち、就職者、無業者は全体の 0.4%に過ぎず、就職者
は 3202 人である。その他の人間はほぼ進学している。

また、高校中退者の場合、その半数近くが就職しており、復学や編入をした者はわずか２６％
となっている。
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≪表≫高校中退者が抱える不安

別の高校や専門学校に進学・編入するお金がない 12.8％
受け入れてくれる学校がわからない 11.1％
地元に進学・編入先がない 4.8％
仕事をしていく自信が持てない 16.4％
地元に仕事がない 18.1％
仕事を紹介してくれる人がいない 8.3％
気軽に相談できる人がいない 14.1％
適切な情報を得る方法がわからない 19.2％
保護者と進路のことで意見が合わない 16.2％
その他 20.4％

主に仕事を見つけられるか/続けられるかわからないといったような悩みと、学校に行きた
いがどこがいいかわからない、といったような悩みの両方があることがわかる。
また、３年後の自分がどうありたいかという調査に対しては
正社員として働きたいという意見が最多で約 40％にものぼる一方、進学を希望する人が
30％近くいることがわかった。

48%

21%

18%

8%
5%

≪表≫平成１６年度高校中退者の進路

（平成２１年）

仕事のみ 仕事にも学校にも行かない 学校 仕事と学校 仕事と学校以外での勉強
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しかしながら、高卒未満で正社員についている女子の割合は、わずか 7.1%だった。
これが高校卒業だと２６％にのぼり、専門学校卒業で６８％と、かなり高くなる。

つまり、中絶で退学した女性のアフターフォローは、決して無駄な投資などではないのであ
る。

〇諸外国の様相

≪米国の例≫

10 代の妊娠率は先進国の中で高い(1996 年、83.2%)が、同時に中絶率も高い（1996 年、
29.2%）。しかしながら、10 代の人工妊娠中絶の低下が認められていることが特徴である。
1980年以降人工妊娠中絶の割合が減少傾向である。

妊娠 12 週まで女性自らの意思で中絶を選ぶ権利を持っており、１２～24 週においては医
師と相談の上中絶ができる。24 週以降は、生命の危険が認められる場合を除き母体外生育
が可能である。

米国コロラド州には、14～21 歳の母親を対象とした公立高校が存在する。全校生徒の７５％
が母親、２５％が妊婦である。
高校敷地内に託児所があり、そこで子供を預けた後、授業や部活に打ち込むことができる。

≪英国の例≫

アメリカほどではないものの、10 代の妊娠中絶率は依然として高い。ただしアメリカと異
なり、中絶率は増加傾向である。また 16 歳以下の中絶には、両親か保護者の許可が必要で
ある。

一年間に 4 万 8 千人もの未成年母が生まれており、未成年母とその子供のために使われた
国家支出は 1億 2500 万ポンドであり、日本円で 212 億 5000 万円である。政府より住宅が
無償で提供され、母子の生活費も支給される。

また学校内で女子生徒は、年齢にかかわらず妊娠検査を受けることができる。
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〇企業における産休制度

妊婦である労働者は、労働基準法で定められた産前産後休業（産休）を取得することができ
る。
産休には２種類あり、
・出産予定日の６週間前から事業主に請求できる産前休業と、
・出産後８週間までの産後休業
とに分けられる。
産後休業に関しては、女性本人から請求があるかどうかのいかんを問わず、与えなければ事
業主に罰則が科せられるという点で、産前休業と異なる。
産休を終えた女性労働者の多くは、育児休業を取得する。これは育児・介護休業法に定めら
れたものであり、労働者と法律上の親子関係にある者について、養子・実子、また労働者の
性別を問わず取得できるものである。また育児・介護休業法には、子供が小学校入学までは
短期間勤務を認めると言った内容も含まれている。

平成２９年１月１日より改正育児・介護休業法が施行され、
・育休の対象が子供１歳６か月→２歳になったことに加え、
・事業主が親に対し育児休業などの制度を知らせることが努力義務となった。
さらに今後育児目的休暇の導入を促進すべきという努力義務が事業主に課せられた。
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平成 20 年の時点で、法律で定められた程度を超える育児休業制度を制定していた企業は、
約 4 社に 1 社存在していたことからも、近年の企業における乳幼児期の母子保護制度への
関心は高いといえよう。

法定を超えた手厚い保護を行うことで、以下のメリット・デメリットがある。

≪メリット≫
・福利厚生が魅力的に見える
・離職率の低下をねらえる
≪デメリット≫
・周囲への影響
・休んでいる間のモチベーション低下の恐れ

《例》
ベネッセ株式会社
1970 年代より企業内保育室、育児のための短期勤務制度、男女の垣根のない総合職採用を
実施。2010 年代に入り、育休者を対象にした社内連絡アプリ「エアリーダイバーシティ」
を導入。

ハウス食品
休業中、子供が満一歳になるまで、法に定められた雇用保険の育児休業基本給付金に加え、
休業前の収入の 2／3が受け取れる。また子供が小学 3年生になるまで、短期間勤務が可能。
加えてインターネットを介した育休者支援プログラムも導入している。
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第五章 費用

〇乳幼児にかかる費用

こちらの費用は、学校外教育費なども含まれているため、純粋な養育費というわけではあり
ませんが、ここからも毎年 100万円前後は養育費としてかかっている現状がうかがえる。
この中で、特に家計負担が重いと考えられるのが、未就学児の保育費である。

〇中卒、高卒の年収

大学・大学院卒はそれ以外の学歴と年収では約 160 万円、生涯年収では 5000 万円以上の差
があり、優遇されている。しかしながら、それ以外の学歴間ではそれほど大きな差があるわ
けではない。大卒以外ではそれほど学歴による格差は無いと言える。

学歴別平均年収

学歴（年収） 男性 女性

中学卒 383 万 9600 円 242 万 6500 円

高校卒 458 万 5100 円 294 万 2300 円

高専・短大卒 484 万 1300 円 381 万 2100 円
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大学・大学院卒 648 万 1600 円 443 万 4600 円

学歴別生涯年収

学歴（生涯年収） 男性 女性

中学卒 １億 7130 万円 １億 1050 万円

高校卒 １億 9040 万円 １億 2470 万円

高専・短大卒 ２億４０万円 １億 5890 万円

大学・大学院卒 ２億 5180 万円 １億 9930 万円
※データ 「平成 24 年 賃金構造基本統計調査」

〇堕胎にかかる費用

妊娠初期と中期で中絶手術費用は違う。中絶手術は保険適用外なので、高額の手術費用にな
ってくる。（子宮外妊娠の手術は保険適用で、基本的には 3割負担。）

・妊娠 5週～11 週（妊娠初期）→約 10 万円～15万円
・妊娠 12 週～21週（妊娠中期）→約 20 万円～50 万円
・妊娠 22 週～ →日本の法律で禁止されている。堕胎罪にあたる。

〇児童扶養手当

・支給対象
以下のいずれかの要件に該当する児童を監護する母または父、父母に代わって養育する方
で、児童が 18 歳になって最初の 3月 31日（年度末）までの間にある方。

1. 父母が離婚した
2. 父または母が死亡した
3. 父または母が一定程度の障害の状態にある
4. 父または母が生死不明である
5. その他これに準じるもの

・父はまた母に遺棄されている児童
・父または母が 1年以上拘禁されている児童
・母が未婚のまま懐胎した児童
・孤児など
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ただし、児童が下記のいずれかに該当する場合、手当は支給されない。
1. 日本国内に住所がない
2. 児童福祉施設等（母子生活支援施設などを除く）に入所しているとき
3. 里親に委託されているとき
4. 請求者ではない、父または母と生計を同じくしているとき（父または母が障害の場

合を除く）
5. 父または母の配偶者に養育されているとき（内縁・事実婚含む）

・支給金額

手当の額は前年（前々年）の所得に応じて決定される。

所得※／子供の数1人 2人 3人

57万円
42,500円
（全額）

52,540円
（全額）

58,560円
（全額）

95万円 35,360円
52,540円
（全額）

58,560円
（全額）

133万円 28,230円44,290円
58,560円
（全額）

171万円 21,100円36,060円49,640円
192万円 17,160円31,510円44,730円
209万円 13,970円27,830円40,750円

230万円
10,030円
（最低）

23,280円35,840円

268万円 0
15,050円
（最低）

26,950円

306万円 0 0
18,060円
（最低）

※所得とは、一般的に総収入額から控除額を差し引いた後の金額をいう。
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